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土 曜 ・ 放 課 後 活 動 等 助 成 金 事 業 の ご 案 内 

 

 

 向暑の候、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

  平素は、全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会の活動にご理解とご支援をいただき誠にありが

とうございます。 

 さて、土曜・放課後などの子どもたちの過ごし方の状況により、教育機会の不均衡や、学習

意欲の個人差が発生していることが社会問題化しています。私たち附属学校園におきまして

も、土曜日や放課後などにおいて、学校、家庭、地域が連携し、子どもたちにこれまで以上に

豊かな教育環境を提供し、その成長を支えるため、多様な学習、文化やスポーツ、体験活動な

どの機会の充実に取り組むことが求められています。 

このような状況の中、私ども全附Ｐ連ではその基本活動のひとつとして土曜・放課後活動な

どの推進に取り組むべく、各附属学校園での活動等の促進を目的に、「土曜・放課後活動等助成

金事業」として、応募される学校園に対して助成することとなりましたのでご案内いたしま

す。 

 

 幅広い視野からすべての子どもたちの健やかな成長を支える取り組みが着実に進められるこ

とを期待しています。 

 詳細は別紙の助成金事業内容をご参照ください。 

  ぜひご活用いただきたく数多くの申請をお待ち申し上げます。 

  
 
 
  



《令和元年度 土曜・放課後活動等助成金事業》 
 

１．助成金事業内容 

土曜・放課後活動等助成金事業とは、土曜日や放課後などにおいて、学校、家庭、地域

が連携し、子どもたちにこれまで以上に豊かな教育環境を提供し、その成長を支えるた

め、多様な学習、文化やスポーツ、体験活動等の機会の充実に取り組む活動に対し助成金

を支給します。 

 

 

 

 

 

 

 

《助成金》 

※ いち学校園あたり、最大５０，０００円（報告書提出時実費を事後精算） 

※ 申請書と報告書の提出は、必ずメールにて申込みをお願いします。 

（１）助成金支給の際の検討材料などにするため、申請書（様式１）を記載し提出してく

ださい。記載漏れや内容によりましては助成ができない場合もありますので、企画

内容などを明確に記載し、チェックリストは必ず確認ください。 

（２）申請書を厳正に審査したのち、７月２９日～８月２日の間に、審査結果を申請ＰＴ

Ａに対してメールで通知をします。 

（３）事情により活動を中止した場合は、助成金辞退の連絡を事務局にしてください。 

（４）事業が終了したら、報告書（様式２）に記載しメールで提出してください。 

（５）報告書を審査し、適正であれば申告額を適宜振り込みます。報告書に記載する使途

明細は具体的に記載してください。昨年までの運営費充当の記載は認められませ

ん。 

（６）領収書添付は求めませんが、支出項目が不明瞭な場合などは、提示を求めることが

あります。 

  （７）全附Ｐ連の他の助成事業と、同じ事業内容での申請は認められません。 

２．提出期限 

  《申請書》 受付期間 令和元年７月 ２日（火）より７月２４日（水）まで 

  《合格通知》配信期間 令和元年７月２９日（月）より８月２日（金）の間 

  《報告書》 提出期限 活動終了後３ヶ月以内かつ、令和２年２月２９日（土）まで 

  ※申請書に関し、受付期限を越えての受理はいたしかねますのでご注意ください。 

  ※助成に対する報告書の提出がなければ助成金は支出されません。 

  ※申請書・報告書のテンプレートは「全附連ホームページ」からダウンロードできます。 

 

３．申請書・報告書提出先メール 

  全附連事務局 

   〒105-0001  東京都 港区 虎ノ門１－２－２９ 虎ノ門産業ビル８Ｆ 

                TEL： 03-3591-2091        e-mail：soumu@zenfuren.org 

４．問い合わせ  

 メールにてお願いいたします。 

  担当：全国国立大学附属学校ＰＴＡ連合会 総務委員長 桑名良尚 

                    e-mail：soumu@zenfuren.org 

    

 

申請書提出 審査結果通知 事業実施 

報告書提出 報告書審査 助成金振込 

申請書審査 



５．特記事項 

  ① 助成金は活動に対するもので、物品の購入のみには助成できません。 

  

② 同じ学校園で複数の申請はできません。 

  助成金を複数の活動に分散することは可能です。 

 

③ 昨年度と同じ事業（内容）での申請は出来ません。 

  

④ 助成金は、申請書（様式１）に記載された各学校園ＰＴＡ口座への振込とします。 

いかなる場合であっても、個人名義口座への振込はできません。 

 

⑤ 活動終了後３ヶ月以内に、メールにて報告書を事務局に提出してください。 

   ただし、最終提出期限は上記「２．提出期限」を参照してください。 

 

 ⑥ 活動報告書は写真も含め電子データにてお送りください。 

   写真は報告書（様式２）の【事業報告】（記録写真）の点線枠内に、原則１枚のみ貼り付

けてください。 

   また、メールにて提出の際は、「◯◯学校土曜・放課後活動等助成金事業報告書」のよう

に校園名を必ず明記してください。 

 

 ⑦ 原則として、活動報告は全附連ホームページへ順次掲載する予定です。 

 

 ⑧ 助成金の決算報告は報告書（様式２）の助成金使途報告にて提出してください。 

内訳について具体的に記載してください。（領収書等の写しを添付する必要はありません

が、提示を求めることもあります。） 

 

 ⑨ 参加対象者が、傷害保険に加入していることが審査条件となります。カンガルー保険、

もしくは各学校園で独自に加入している保険で、対象事業に参加されている全ての方が

事業を対象とした傷害保険にご加入ください。 

 

 ⑩ 事業には、各学校園生徒児童園児が参加していることが、承認要件となります。保護者 

   のみ、保護者と先生のみの活動は対象外となります。 

 

 ⑪ 事業は、ＰＴＡが主体となって企画運営されるもので、代休などを伴う登校扱いや授業 

の一環での事業は助成対象になりません。 

 

⑫ 教職員の超過勤務低減の観点から、教職員の方々に大きく依存している事業は助成対象 

になりません。 

 

 ⑬ 継続的な事業実施の観点から、複数回（年３回以上）実施されるものに限ります。 

単発のイベントは対象外になりますが、企画内容が違う３回のイベントで、助成金の趣

旨に合うものなら合わせて申請しても構いません。 

以上 

   

  



「土曜・放課後活動等助成金事業」 Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１．「土曜・放課後活動等助成金事業」の対象となるのは、どのような活動ですか。 

  － 土曜日や放課後などを有効に活用して、ＰＴＡも参画し、子どもたちのために、学習、

文化やスポーツ、体験活動などの機会を提供する様々な活動が考えられます。 

また、幼稚園の場合、降園後の「預かり保育」などの活動も含まれますし、「預かり保育」

について講師を招いての保護者の勉強会や試行に向けての検討会等の会議なども助成対

象となります。 

    

Ｑ２．活動の実施は７月以降で計画していますが、今回の助成対象となりますか。 

  － 助成金の申請期間は令和元年７月２日から７月２４日としていますが、助成対象とな

る活動は令和２年２月末までに、報告書を提出していただければ、審査の上、助成金を振

込みます。 

 

Ｑ３．これまで毎年実施している土曜日・放課後の活動について、助成対象となりますか。 

  － 助成金を活用することで活動内容の充実が伴えば、助成対象となります。例えば、今ま

で講師１人にお願いしていた活動を、助成金を活用して講師２人に増員する場合や、毎年

１回の開催だった活動を複数回に増やす場合、経費が厳しくなり縮小されるところを助成

金で現状維持をする場合などです。 

 

Ｑ４．ＰＴＡとは別組織の「親父の会」などが土曜・放課後活動などの事業を行う場合は、助成

対象となりますか。 

  － 助成金の対象は各学校園のＰＴＡ活動ですので、「親父の会」であっても、別組織に直

接助成することはできません。しかしながら、各ＰＴＡの判断で、ＰＴＡを経由して「親

父の会」などの事業へ拠出することは、問題はありません。ただし、この場合、全ての手

続き（申請・報告）は、各ＰＴＡ会長にお願いすることになります。各大学の附属学校園

で連携して事業を行う場合でも、各ＰＴＡ会長にそれぞれ申請・報告の手続きをしていた

だくことになります。また、当然ですが各学校園の生徒が参加している事業でなければ助

成の対象とはなりません。 

 

Ｑ５．助成金を活用し土曜・放課後活動などに取り組む予定でいますが、学校行事・ＰＴＡ事業

との関係で詳細な事業内容・開催日時までは決まっていません。申請期間が早いために細

部まで確定しないのですが、概要にての申請でもいいでしょうか。 

  － 詳細な事業内容・開催日時まで確定していなくても、実施見込みのある計画段階での申

請も受け付けます。実際の活動終了後に報告書を提出していただければ結構です。ただし、

活動自体を中止した場合は事務局に連絡いただき、助成金を辞退する手続きとなります。 

 

Ｑ６.事業を行う際、その事業参加者を対象とした傷害保険には加入しておく必要がありますか。 

  － 傷害保険には必ず加入してください。活動される事業に参加される全ての方々を対象

に加入をお願い致します。保険については、各学校園で加入されている保険でもカンガル

ー保険でもどちらでも結構です。 

 

Ｑ７．土曜に行う校園の合同イベントは助成の対象になりますか。 

  － 代休が伴うような登校扱いの事業は助成の対象になりません。登校扱いで無く、ＰＴＡ

が主体となる事業でも、単発のものは助成の対象にはなりません。複数回実施されること

が必要です。基本的には、定期的に実施している学習支援イベントなどを理想的な事業と

してイメージをしています。 

 


